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はじめに
日本経済の持続的発展や社会の安定を図るうえで「少子

化対策」は重要な課題の1 つです。これまで日本では継続的
に少子化の傾向が続いており、年代別の人口構成もいびつに
なってきています。この傾向が今後も改善されない場合、日
本経済の活力や社会保障制度の維持が困難になることが想定
されます。この少子化対策は日本経済にとって重要課題であ
ると考え、PwC Japan グループは現代日本人の結婚観や家
族観の変化を捉えるため「結婚観・家族観に関するアンケー
ト」を実施しました（インターネット調査、2020 年 4 月10日
～11日）。本稿では、その調査結果の概要について紹介し、9
項目の政策を提言します（後編は次号掲載）。

本調査の主要な結果は以下からご覧いただけます※1。

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadershi	
p/marriage-and-family-views2020-01.html

1	 アンケート調査結果の集計・分析について

今回のアンケート調査では、「実際の子どもの人数」のほ
か、回答者自身の今の暮らしぶりを踏まえた「希望の子ども
の人数」と、経済状況や仕事上の制約などが何もないと想定
した場合の「理想の子どもの人数」を把握するとともに、こ
れまで実態を把握しきれていなかった結婚観や家族観などの
「価値観」の変化について一歩踏み込んで調査を行っていま
す。これは、結婚をしない・子どもを持たないことの背景や、
結婚・出産の後押しとなり得る要素を明らかにすることが必
要と考えているためです。
アンケート調査結果をもとに、どうしたら国民一人一人が

※1	 ジェンダー意識や家族のあり方の多様性を踏まえた設問としていますが、一部につい
ては社会的な性役割区別に対する意識を問うためにジェンダーロールに関する固定
概念を前提とした設問としています。

今より多くの子どもを持ちたいと考えるのかを検討するため、
以下の４つの観点から探索的に数多くの集計を実施しまし
た。

●	 分析１：「結婚」に着目した分析
	 わが国では婚外子の割合が低いという実態を踏まえると、
今より多くの子どもを持ちたいと考える人を増やすには、
結婚したいと考える人を増やすことが必要となります。そ
のため、実際の結婚状況および結婚に対する希望に対し
て影響を与えている要因・要素は何かという観点からの
集計・分析を実施しています。

●	 分析2：「家族形成ステージ」に着目した分析
	 結婚状況だけでなく、子どもの人数も加味し、未婚／既
婚・子なし／既婚・子ども1人／既婚・子ども2人／既
婚・子ども3人以上という「家族形成ステージ」を設定し、
その違いをもたらす要因・要素は何かという観点から集
計・分析を行っています。

●	 分析3：「理想の子どもの人数」に着目した分析
	 より多くの子どもを持ちたいと考える人はどのような要
因・要素を持っているのかを知るため、「理想の子どもの
人数」に着目した集計・分析を行っています。

●	 分析 4：「理想の子どもの人数」と「実際の子どもの人数」
のギャップに着目した分析

	 分析3を補足する観点から、「理想の子どもの人数」と「実
際の子どもの人数」のギャップをもたらす要因・要素は何
かに着目した集計・分析を行っています。

これらの分析の中から今後の政策への示唆となり得る有意
な結果が得られた分析結果を抽出し、それらのファクトに基
づいて、少子化対策として今後必要と思われる9つの提言を
紹介します（図表1）。

PwC Japanグループ  少子化政策提言チーム

前編  �日本の少子化を止めるために必要な９つの提言
	 ─結婚したいと考える人を増やすために

シリーズ政策提言

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/marriage-and-family-views2020-01.html
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/marriage-and-family-views2020-01.html
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2	 結婚したいと考える人を増やすために

男女共に、結婚したいと思う年齢が若いほうが、「理想の
子どもの人数」が多い傾向が見られます（図表2）。そのため、
まずは結婚に対する意欲に関する分析結果から、早期に結婚
したいと考える人を増やすための3つの方策を提言します。

提言1　若い年齢での結婚を奨励・支援する施策の充実

男女共に「結婚に喜びや希望を感じる」割合は20代で最
も高く、30代になると大きく低下し、40代以降ではさらに低
下する傾向が見られます。特に、女性は男性に比べ40代以
降でこの割合が低下する傾向が顕著に表れます（図表3）。
こうした分析結果を踏まえると、「結婚に喜びや希望を感

じる」人が多い20代など若い時期の結婚を奨励することが
重要と考えられます。そのためには、早く結婚することをた
めらう要素を取り除くこと、さらには早く結婚することが当
人たちにとっても一定のメリットとなるようにすることが重
要です。

図表1：日本の少子化を止めるために必要な9つの提言

■分析結果（要約）

子2人以上子1人結婚独身

家族形成ステージ

若い世代の交際機会の創出

安定した雇用の確保

少子化を解決するためには、単発の政策ではなく継ぎ目のない政策が必要になる

政
策 子育て世帯への居住環境の確保・改善の支援の充実7

誰もが必要な教育を受けやすい環境づくり6

女性の負担軽減のための支援の充実9

出産・子育てと仕事の両立支援の充実8

3

2

子育て世帯への経済的支援の充実5子育てのイメージ改善4若い年齢での結婚の奨励・支援1

安定した雇用

20代での結婚を促進

交際機会の創出

1. 婚姻に着目した分析 ● 未婚男性において結婚を動機付ける因子は経済状況よりも安定した就労状況である
 ・ 30 歳以上の非正規雇用、無職のケースにおいて、結婚を諦める傾向が見られる
 ・ 女性においては就労状況と婚姻意欲に統計的な有意差を確認できなかった
● 婚姻意欲については、男女共に30 代で最も意欲が高まり、40 代以降で下降する
 ・ 男女で比較すると、女性において40 代以降での下降傾向が顕著に表れる
● 特に男性で、婚姻以前に交際経験がない20 代・30 代が多く存在する
 ・ 男性の 20 代で約 4 割、30 代で約 3 割が交際経験なし
 ・ 女性では、20 代以降で約 2 割が交際経験なし
● 男女ともに収入が少ない層に交際経験なしが多く存在する。女性では収入が多いほど交際経験がない割合が男性と比べて

低い
 ・ 収入が 200 万円未満の男性で41.6%、女性で35.8% が交際経験なし
 ・ 収入が 400 万円以上の男性で20% 前後、女性で7.1% が交際経験なし
 ・ 子どもの頃のゆとりとの有意な関係性は見られなかった

着眼点 分析結果（要約）

女性の負担軽減

教育費の低減

子育てのイメージ改善

2. 家族形成ステージ別分析 ● 全体的に男性よりも女性で結婚や子どもを持つことに対する負担感が高い
 ・ 女性における家事・育児の負担や、親戚付き合い、介護への不安が家族形成ステージに寄らずに高くなっており、

 子どもを持つことや子どもの数を増やすことへの障壁になっている可能性がある
● 子育て・教育に対する経済的な負担感は男女共に家族形成ステージに寄らずに高くなっている
 ・ 子どもをきちんと育てるために必要な教育費が高く、子供の数を増やすことへの障壁になっている可能性がある
● 子どもがきちんと成長していくことへの不安は、未婚者や既婚者の子どもなしで高くなっているが、既婚者の子どもありでは

その割合が下がる
 ・ 「子どもを育てるのは大変だ」というイメージを払拭することで、結婚や子育てを前向きに捉えることができるのではないか

20代での結婚を促進

子育てのイメージ改善

早期復帰のための支援
（リモートワーク促進）

出産への支援充実（両立支援）

3. 希望（または理想）の
 子ども数に着目した分析

● 男女とも一定の年齢を超えると子どもに対するモチベーションが大きく低下する。男性は経済力、女性は出生可能年齢が理
想とする子ども数に影響する

 ・ 男性は 40 代前半まで、女性は 30 代前半まで
● 結婚したいと思う年齢が若い方が、理想とする子ども数が多い傾向がある
● 首都圏では理想の子ども数を2 人とする割合が他のエリアに比べて高く、3 大都市圏以外では、理想とする子ども数を3 人

以上とする割合が比較的高くなっている
● 経済的なゆとりがない層では理想とする子ども数が低くなる。経済的なゆとりがある層では、理想とする子ども数が多い層

と少ない層に二極化する
● 女性において、正社員・正規職員で就労している人や退職することなく働き続けている層で理想とする子ども数が低い傾向

にある
● 男女の役割分担の考え方で、家事・育児分担で女性の方が多いと回答する層では理想とする子ども数が多い傾向がある
● 子育てに自信がない人は理想とする子ども数が少ない傾向にある

子育て世帯への経済的支援

女性の復職支援

居住環境の支援（子育て世帯）

4. 希望（または理想）の
 子ども数と実際の子ども数
 のギャップに着目した分析

● 経済的な環境は、複数の子どもを持つうえで重要な要素となる
 ・ 居住形態や妻のライフコース
● 将来の生活の見通しを立てられている事が理想の子ども数に影響を与えている
● 経済的な安定が理想の子ども数に与える影響が大きい一方で、女性が働き続けることは理想の子ども数にマイナス影響を

与えている可能性がある
 ・ 仕事と子育ての両立より、子育て期間後の職場復帰を柔軟に行える環境づくりが重要か

図表2：結婚目標年齢別の理想子ども数

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計 n=1,790

10 代  n=15

20 代 n=1,156

30 代 n=554

40 代 n=54

50 代以上 n=11

結婚目標年齢別 理想子ども数

■ 0人 ■ 1人 ■ 5人以上■ 2人 ■ 3人 ■ 4人

6.0 51.98.8 27.5 3.0 2.8

13.3 13.326.7 20.0 0.0 26.7

5.1 51.57.5 29.8 3.5 2.6

6.3 54.99.4 24.9 2.22.3

14.8 42.624.1 13.0 1.9 3.7

27.3 45.59.1 9.1 0.0 9.1
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特に、未婚者が結婚していない理由について、全年齢計と
比べて20代で特徴的に回答割合が高い（全年齢計との差が
大きい）上位には、「結婚資金が足りない」「結婚後の生活資
金が足りないと思う」と、経済的な理由が挙げられています
（図表4）。そのため、早く結婚することが経済的にもメリット
をもたらすようなインセンティブ型の仕組みを導入すること
が考えられます。
具体的には、結婚に関するイニシャルコスト（結婚式費用、
住居を構えるための費用等）を補うための「お祝い金」等を
支給する方法、結婚後の世帯の生活費用（ランニングコスト）
を継続的に支えていくための若年既婚世帯に対して税制優
遇の充実などが考えられます。
前者に関しては、濫用・悪用を招く恐れもあることを考慮

した適切な制度設計が重要となります。

後者に関しては、世帯員数が多いほど有利になる「Ｎ分Ｎ
乗方式※2」のような所得税控除の導入は、これまでも人口増
を図るための政策アイディアとして提示されてきていますが、
導入には至っていません。こうしたアイディアを応用しつつ、
特に若い既婚世代が有利となるような観点を加えて、改めて
検討してみる意義が高いと考えます。

※2	 稼得者個人ではなく1世帯全体を単位として課税する仕組みの一つで、世帯の合計
所得を世帯人数で割って算出した1人当たりの所得額に税率をかけて1人当たりの課
税額を算出、さらにその金額に世帯人数をかけて世帯課税額を算出する方式。世帯
人数が多いほど１人当たり所得額が小さくなることから、課税額も小さくなるという
特徴がある。

図表3：結婚観について── 結婚には喜びや希望を感じる

■まったくそう思わない■あまりそう思わない■とてもそう思う ■少しそう思う

■男性回答者

■女性回答者

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既婚（n=340）

独身（n=165）

既婚（n=142）

独身（n=96）

既婚（n=121）

独身（n=94）

既婚（n=77）

独身（n=275）

全体（n=1,310）

40代

*

30代後半

30代前半

20代

既婚（n=367）

独身（n=108）

既婚（n=170）

独身（n=53）

既婚（n=151）

独身（n=58）

既婚（n=135）

独身（n=215）

全体（n=1,257）

40代

*

30代後半

30代前半

20代

18.5 42.9 10.528.0

33.8 48.1 14.3 3.9

16.0 35.1 34.0 14.9

38.8 44.6 11.6 5.0

10.4 46.9 31.3 11.5

28.9 57.7 9.9 3.5

6.7 41.2 35.2 17.0

25.6 59.4 12.4 2.6

22.0 48.8 21.2 8.0

27.9

40.7

19.0

45.0

17.0

35.3

5.6

51.2

43.0

32.8

41.7

43.4

48.8

35.2

13.0

11.1

34.5

11.9

28.3

12.4

40.7

7.9

5.2

13.8

11.3

3.5

18.5

25.9 53.7 17.2 3.3

29.0 47.0 17.8 6.2

1.31.31.31.3
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図表4：現在結婚していない理由

0% 10% 20% 30% 40% 50%

適当な相手に巡り合わない

まだ若い

自由な時間や気楽さを失いたくない

異性とうまく付き合えない

趣味や娯楽を楽しみたい

仕事がない・安定していない

結婚資金が足りない

結婚後の生活資金が足りないと思う

自分の自由になるお金が少なくなる

結婚の必要性を感じない

現在の生活レベルを落としたくない

義父母や親戚など人間関係が複雑になる

結婚後の住まいのめどが立たない

仕事が忙しすぎる

仕事に打ち込みたいから/仕事がしづらくなる

親の扶養・同居の問題を抱えている

制度上結婚できない

相手が結婚に乗り気ではない

相手に結婚できない事情がある

親や周囲が同意しない

その他

Q. あなたが現在結婚していない理由を教えてください。（未婚者のみ、複数回答可）

■全年齢計（N=1,560）

■20代（N=512）

31.6

32.2

23.6

21.9

21.9

18.6

22.3

19.7

14.3

6.6

7.2

6.1

7.2

6.4

8.0

1.8

1.2

3.5

2.9

2.3

4.9

34.5

26.2

24.1

21.6

19.9

16.2

15.6

15.5

13.7

11.8

7.5

6.8

5.4

5.2

4.7

3.8

3.6

3.0

2.5

2.0

6.1
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提言2　若い世代の交際機会の創出

結婚したくないと考える人の特徴として、結婚以前に交際
経験がある人と比べ、交際経験のない人のほうが多いことが
明らかになっています。アンケート調査では、交際経験あり
の人のうち、結婚したくないと考える人は、20代・30代で1
割未満であるのに対し、交際経験なしの人で結婚したくない
と考える人は20代で約2割、30代では約3割となっています
（図表5）。
こうした分析結果を踏まえると、結婚意欲を高めるために
は、結婚以前の交際経験を持てるような機会の創出が重要と
考えられます。
そのためには、恋愛、そして結婚をする個人同士の出会い
の機会を増やなければなりません。出会いの機会は、学校・
職場、その他趣味などの活動を通じた個人的な出会いと、他
者・他機関による紹介・マッチング等による出会いとに区分
できます。後者は、お見合いや知人による紹介のような旧来
型のマッチング機会が減少する一方で、民間事業者が提供
するマッチングサービス（結婚紹介事業、マッチングアプリ、
SNS等）や、自治体や業界等による出会いの機会を創出する
取り組み等、多様化してきています。
しかし、こうしたマッチングサービスが普及する一方で、
個人情報等を提供・登録しても大丈夫な事業者・サイト等な
のか、高額を請求されるのではないか、解約できなくならな
いかなど不安に感じる側面もあります。交際や婚活をサポー
トするようなマッチング機関等の安全性を保証するような認
証機能・評価機能等を創設・導入することによって事業者等
を選択しやすい環境づくりを進めることも重要になります。

提言3　安定した雇用の確保

未婚男性の場合、30歳以上の非正規雇用、無職の場合に
おいて、結婚意欲が低い傾向が見られる一方で、収入が高く
ても低くても結婚意欲に統計的に意味のある差は見られない
ことがわかっており、両者を併せて考えると、未婚男性にお
いて結婚を動機づける因子は経済状況よりも安定した就労
状況にあることがうかがわれます（図表6）。
こうした分析結果を踏まえると、若い世代、特に男性に、
安定した雇用を確保・提供するために雇用政策を充実させる
ことは、結婚したいと考える人を増やす観点でも重要な意味
を持つと考えられます。ここでのキーワードは「安定性」と
考えられます。結婚生活を維持するためには、急に失業する
恐れがない、生活レベルが急変しないことがとても重要な意
味を持つからです。
これまで、雇用政策では、企業・産業にとって有利なよう
に、非正規雇用の活用が進められてきた側面があります。そ
の結果として「不安定雇用」と呼ばれる形態で働く人の割合
が増えていることが、結婚をためらう要素の1つとなってい
ると考えられます。同一労働同一賃金政策など、非正規雇
用の不合理な待遇格差の解消を目指す取り組みが中心となっ
ていたことや、国民の生活を安定させ少子化を解消するとい
う観点からも、雇用の「安定性」をキーワードに、雇用政策
のあり方について見直すべきではないかと考えます。

図表5：交際経験・年代別未婚者の結婚意欲

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

  計（n=1,560）

交際経験あり 10 代 （n=170）

交際経験あり 20 代 （n=358）

交際経験あり 30 代 （n=245）

交際経験あり 40 代 （n=272）

交際経験なし 10 代 （n=175）

交際経験なし 20 代 （n=154）

交際経験なし 30 代 （n=89）

交際経験なし 40 代 （n=97）

■ 5年以内に結婚したい ■ 結婚するつもりはない■ いずれ結婚したい

26.9 51.5 21.5

50.6 42.5 7.0

38.4 43.7 18.0

16.5 50.7 32.7

9.7 72.0 18.3

12.3 54.5 33.1

18.0 39.3 42.7

11.3 40.2 48.5

21.8 72.4 5.9
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以上、日本の少子化を止めるために必要な9つの提言のう
ち、結婚したいと考える人を増やすための3つの提言を示し
ました。後編（次号掲載）では、子どもを（多く）持ちたいと
考える人を増やすための6つの方策を提言します。

図表6：年代・就労形態別未婚者の結婚意欲（男性）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=867）

（n=140）

（n=42）

（n=14）

（n=267）

（n=124）

（n=36）

（n=13）

（n=28）

（n=110）

（n=44）

（n=22）

（n=27）

男性 10・20 代 正社員 

男性 10・20 代 非正社員 

男性 10・20 代 自営業 

男性 10・20 代 無職 

男性 30 代 正社員 

男性 30 代 非正社員 

男性 30 代 自営業 

男性 30 代 無職 

男性 40 代 正社員 

男性 40 代 非正社員 

男性 40 代 自営業 

男性 40 代 無職 

■ 5年以内に結婚したい ■ 結婚するつもりはない■ いずれ結婚したい

25.1 52.0 22.8

21.4 40.5 38.1

21.4 57.1 21.4

13.9 69.3 16.9

42.7 41.1 16.1

11.1 52.8 36.1

7.7 61.5 30.8

21.4 28.6 50.0

22.7 49.1 28.2

15.9 47.7 36.4

72.7 27.3

11.1 25.9 63.0

50.0 40.7 9.3
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